
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「商店街を中心とした持続的活性化事業」とは、商店街の持続的な活性化のために取
り組む事業であって、以下の要件を全て満たす事業を対象とします。 
※ただし、環境整備に係る事業を実施する場合は、以下の要件に加え、商店街活性化プラン、中心市街地活性化

基本計画等を具体化するために必要な取組であることを要件とします。 

■通常枠 
（１）商店街のにぎわい創出に資するものであり、商店街が中心となって取り組む事業であること。 

（２）商店街が地域コミュニティの担い手となるために、地域住民の需要をとらえながら、今後の可能性を開く要素がある

事業であること。 

（３）補助事業終了後も取組の継続又は効果の持続が見込まれる事業であること。 

■特別枠 
・通常枠の（１）から（３）の要件に加えて、商店街の組織基盤の強化につながる取組を伴う場合 

※「商店街の組織基盤の強化」の例については、裏面をご覧ください。 

 

令令和和６６年年度度  

青森県商店街を中心とした 
持続的活性化事業費補助金のご案内 

●お問い合わせ 

補助金交付先 

県補助率及び補助限度額 

 青森県では、商店街を中心とした自発的な街づくり活動の促進と商店街の持続的な 
活性化を図るため、街づくり参画団体が行う「商店街を中心とした持続的活性化事業」に
対し市町村と協調して補助します。 
  

 市町村を通じて、街づくり参画団体（県→市町村→街づくり参画団体）に補助します。 

 ※「街づくり参画団体」については、裏面をご覧ください。 

 

補助対象事業 

青森県経済産業部地域企業支援課 経営力向上グループ 

       017-734-9134(直通)      017-734-8107             kigyoshien@pref.aomori.lg.jp 

 

TEL FAX E-Mail 

■通常枠 
【補  助  率】１／４（他に市町村１／４） 
【補助限度額】４００，０００円（１街づくり参画団体当たり）  

■特別枠 
【補  助  率】１／３（他に市町村１／３） 
【補助限度額】６００，０００円（１街づくり参画団体当たり） 

 
〇補助率は、市町村と合わせて通常枠は補助対象事業費の１／２、 
特別枠は補助対象事業費の２／３の補助金が交付されます。 
 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商店街の組織基盤の強化とは？（特別枠の要件） 

街づくり参画団体とは？ 

商店街振興組合、商店街振興組合連合会、事業協同組合、協同組合連合会、 
任意の商店街団体等であって市町村長が認める団体、商工会、商工会連合会、 
商工会議所、一般社団法人、一般財団法人、第三セクター、市町村長が街づくりに関
する活動を行う団体と認める特定非営利活動法人、大学、短期大学、高等専門学
校、中小企業者、社会福祉法人等 
 

補助対象経費 

会議費、会場借料、交通費、資料作成費、通信運搬費、雑役務費、店舗等賃借料、
内装・設備・施工工事費、景観整備費、無体財産購入費、プロバイダ契約料・使用
料、回線使用料、広報費、イベント費、借料・損料、備品費、消耗品費、委託費、印刷
製本費、光熱水費、その他の経費（その他知事が特に必要と認める経費） 

受付締切 

  予算がなくなり次第受付を終了しますので予めご了承ください。 

以下のホームページにより交付要綱を参照のうえ、所定の様式により申請し、県に提出 
してください。 
http://www.pref.aomori.lg.jp/sangyo/shoko/R3shoutengai-kouryuujinkoukakudai-hojokin.html 

交付申請の様式 

事例① 

事例② 

 AI カメラなどのデジタルツールを活用し、来街者の属性を分析しながら効果的な
店舗誘致やイベント企画を実施する取組 

想定される補助事業例 

青森県庁ホームページ → 組織でさがす → 経済産業部 → 地域企業支援課 →  

令和６年度青森県商店街を中心とした持続的活性化事業費補助金について 
（https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/sangyo/chikikigyo/ 

R2shoutengai-kouryuujinkoukakudai-hojokin.html） 

（１）謝金（委員・講師・研究員等外部専門家に対する謝金） 

（２）旅費（委員・講師・研究員等外部専門家に対する旅費、職員・役員等に対する旅費） 

（３）その他事業実施に係る経費（詳細は以下のとおりです。） 

※「街づくり参画団体」とは、次に掲げるものをいいます。 

 

組織の統廃合（合併等）、統合組織の設立、新たな街づくり組織の設立、 
組合員の増加に向けた取組（組合エリアの拡大等） など 
 

地域の消費者ニーズに基づき、民間事業者や金融機関と連携しながら空き店
舗にチャレンジショップを開設する取組 


